
 

行財政局決算の概要 

 

１ 決算総括 

 行財政局は，財政・人事両面において市政運営の中心を担う事業から，市民生活

の安心安全に関わる防災事業まで，多岐にわたる重要な事業を実施した。 

 まず，積極果敢な行財政改革を推進する主な取組として，保有資産の総点検を実

施するなどの資産有効活用に向けた取組を進めるとともに，総人件費の削減，外郭

団体への改革による，補助金の削減や土地開発公社の解散に向けた取組など，財政

の健全化に向けた取組を進めた。 

 また，庁内における職員力・組織力の更なる向上に向けた主な取組として，平成

25年3月に策定した「京都市職員力・組織力向上プラン」に基づく取組や全庁“き

ょうかん”実践運動の推進など，人材の育成や組織の活性化に取り組んだ。また，

監察監の新設をはじめ，監察体制を強化するなどして，コンプライアンスの推進を

図った。 

更には，市民の安心安全を守る取組として，災害時における帰宅困難者対策や災

害用備蓄物資の充実などに取り組むとともに，昨年 9 月の台風 18 号の経験を踏ま

え，防災情報の発信機能の強化に直ちに着手するなど，防災危機管理対策を着実に

進めた。 

 今後も，職員力等を高めて，京プラン実施計画に沿って取組を着実に進め，持続

可能な行財政の確立を図るとともに，市民の安心・安全なまちづくりを推進する。  

 

２ 重点取組の実績 

 （１）積極果敢な行財政改革の推進 

取組名 実 績 

財政健全化の推進 ・過去最高の市税徴収率の更新（97.6%（＋0.2pt））等により，一般会計

の実質収支の黒字を維持・拡大 

・国が返済に責任を持つ臨時財政対策債を除く実質市債残高について，実

施計画に定めた目標（22年度末から27年度末までの5年間で5%以上縮減）

を全会計，一般会計とも，3年間で達成 

保有資産のより一

層の有効活用 

・資産の総点検を実施し，活用検討の対象となる市有地の詳細情報を公開

（平成26年3月） 

・資産活用ネットワークの運用開始（4月）により，庁内外の土地需給情

報の集約・共有・マッチングを推進 

効果的かつ効率的

な債権回収の推進 

・債権回収ノウハウ向上のための弁護士等を活用した研修の実施 

 （研修受講者数（延べ人数）490人） 

・母子寡婦福祉資金貸付金償還金の徴収困難ケースの債権回収業務，債権

回収に関する相談業務や市外に転出した債務者に関する現地調査業務を

弁護士等に委託し，債権所管課の債権回収に関する取組を支援 
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取組名 実 績 

市有建築物の最適

維持管理（アセッ

ト・マネジメント）

の推進 

・市有建築物の既存情報を整理・分析したうえで，公共土木施設も含めた，

公共施設全般に係る「京都市公共施設マネジメント基本方針」を策定（平

成26年3月） 

外郭団体改革の推

進 

・「外郭団体のあり方の抜本的な見直し」の検討 

（平成26年4月時点での状況） 

   自律化  ： 7団体， 存続    ：11団体 

   解散   ： 2団体， 引き続き検討：11団体 

・補助金の削減 △25百万円（25年度当初予算比） 

・派遣職員の削減 △9人（25年度当初比） 

土地開発公社の解

散に向けた取組の

推進 

・公共用地の先行取得は行わず，縮減計画を約9.6億円上回る約20.8億

円の保有地の売却及び評価換えを実施 

・保有地売却による借入金の減少及び低利の公社債を中心とした資金調達

への見直しにより，金利負担を圧縮（4月） 

・役員体制の見直しや本市職員の派遣廃止など人件費削減（4月）と公社

執務室の閉鎖（6月）により，管理経費を大幅に削減 

・公社保有地の縮減等に係る進ちょく状況等の市会報告（4月）及びホー

ムページでの公開（随時） 

部門別定員管理計

画に基づく職員数

の更なる適正化の

推進 

・東部クリーンセンターの休止，派遣職員の引き上げ，技能労務職員の退

職不補充等により減員を実施（4月） 

・市庁舎整備基本計画の策定，子ども・子育て支援新制度対応，防災減災

対策等のための増員を実施（4月） 

組織改革の推進 ・「中小企業振興課」「適正給付推進課」「生き物・学び・研究センター」

「屋外広告物適正化推進室」を設置（4月） 

入札・契約制度の

改革 

・公契約基本条例庁内検討会議での条例制定に向けた検討 

・先行する他都市への調査及び学識経験者，業界団体からの意見聴取 

・本市の競争入札有資格者に対するアンケート調査実施，結果の公表 

・最低制限価格制度の適用範囲の拡大等の入札制度の改革・運用改善 

  

（２）職員力・組織力の更なる向上 

取組名 実 績 

京都市職員力・組織力

向上プランの推進 

・「京都市職員力・組織力向上プラン」に掲げる取組のうち，継続項目も

含め，全48項目中39項目について実施中又は一部実施中 

全庁“きょうかん”

実践運動の推進 

・「市民応対アドバイザー」による，区役所・支所へ配属された新規採用

職員の視察（113名），「職場探見チーム」の実施（25職場）等 

職員研修の充実・

強化 

・課長級職員を対象とした市役所の将来を担うリーダーの養成，管理監

督職のマネジメント能力の強化を図る研修等の実施 

・主体的に能力開発に取り組めるよう「キャリアプラン」研修を実施 
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取組名 実 績 

コンプライアンス

の推進 

・コンプライアンス推進月間（7月31日～9月30日）の取組として，所

属における服務及び業務の点検や研修等を実施 

・「監察監」を新設するとともに，「統括監察員」に専任の部長級職員を

配置するなど，監察体制を強化し，庁内全職場を対象に巡察を実施（9

月～）※平成26年3月末時点：98箇所実施済み。 

・外郭団体に対して，監察体制の整備やコンプライアンスの推進に係る

指針の策定等について取り組むよう指導（11月実施） 

時間外勤務の縮減 ・「京都市時間外勤務縮減対策本部会議」の開催（4月） 

・過重労働対策に関する研修会の実施（8月，9月） 

・平成25年8月末時点においては減少傾向にあったが，同年9月以降，

台風18号による災害対策関連業務等により時間外勤務が増加し，平成25

年度の状況は，以下のとおりとなった。 

○ 市全体の時間外勤務時間数 4.7％増加（平成24年度比） 

○ 年間720時間を超える時間外勤務を行った職員数 11名増加（24年

度：36人→25年度：47人） 

 

 （３）防災危機管理対策の充実 

取組名 実績 

地域防災計画等の

推進 

・原子力防災に関する講習会実施（11月）等 

・原子力災害に対応するための防護資機材の整備及び安定ヨウ素剤の 

備蓄（3月） 

・清水・祇園地域，嵯峨・嵐山地域帰宅困難観光客避難誘導計画を策定 

（12月） 

・全避難所418箇所のうち180箇所で避難所運営マニュアルを策定 

大規模災害用備蓄

物資等の充実 

・市内全避難所（418箇所）に非常用発電機等を整備 

・アルファ化米（73,500食），粉ミルク（2,364缶）の購入（8月，10月） 

・飲料水（150,000本），簡易毛布（10,000枚）の購入（3月） 

 

 （４）その他重点取組 

取組名 実 績 

市庁舎整備の推進 ・具体的な整備規模，整備スケジュール，整備手法等を盛り込んだ市庁舎

整備基本計画を策定（3月） 

芸術大学の移転整

備に係る検討 

・移転整備に係る庁内検討会議を実施（4月～） 

・芸術大学を京都駅東の崇仁地域に移転整備する方針を発表（1月） 

地籍調査事業の推

進 

・上京区出水学区（0.48ｋ㎡）をモデル地区として平成23年度から事業

に着手。25 年度は，丸太町通以南の区域（0.16ｋ㎡）を対象に，民有地

等の一筆地調査を実施。なお，関係土地所有者等との調整に時間を要した

こと等により完了予定期日を延長し， 26年度も事業を実施中。 
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３　行財政局所管の決算額
（１）一般会計
ア　歳入

イ　歳出（人件費除く）

総 務 管 理 費

税 務 費

財 産 費

大 学 費

防 災 費

総 務 施 設 整 備 費

道 路 橋 り ょ う 費

公 債 費

公 営 企 業 費

土 地 取 得 費

ウ　歳出（人件費）

（２）土地取得特別会計

（３）市公債特別会計

25,571 14,281 9,600 1,690

- 815,784公 債 費 86,052,368 85,236,584

歳　　出

分 担 金 及 び 負 担 金 93,479 183,572 - △ 90,093

13,000 12,998 - 2

1,601,201

Ｃ Ａ-Ｂ-Ｃ

12,766,378

歳　　出 320,597,000 307,830,521 - 12,766,479

歳　　入 320,597,000 307,830,622 -

5,411,228

予算現額 決算額 翌年度繰越額 差引

歳　　出 14,028,284 8,604,208 12,848

1,315,021

差引

5,411,228

予算現額 決算額 翌年度繰越額

74,566,700 73,251,679 -

歳　　入 14,028,284 8,605,056 12,000

6,125,118

予算現額 決算額 差引

計 137,024,963 130,797,545 102,300

翌年度繰越額

316,392予 備 費 316,392 - -

45,254

諸 支 出 金 40,912,000 36,641,037 58,700

1,652,000 1,606,746 -

4,212,263

39,260,000 35,034,291 58,700 4,167,009

86,052,368 85,236,584 - 815,784

土 木 費 25,571 14,281 9,600 1,690

179,332 149,713 - 29,619

1,601,201 - -

560,512

4,384,930 4,239,462 - 145,468

翌年度繰越額

3,234,826 2,674,314 -

778,9899,718,632 8,905,643 34,000

款項 予算現額 支出済額

総 務 費

諸 収 入

不用額

14,871,394 7,057,537

3,769,785 △ 25,190

74,1297,152

財 産 収 入 4,534,046 784,046

繰 入 金 3,330,397-8,563,618 5,233,221

使 用 料 及 び 手 数 料

2,019,337

3,750,000-

府 支 出 金

国 庫 支 出 金 2,818,302 7,282

13,781

1,938,056

155,424 141,643 -

2,825,584 -

（単位：千円）

予算現額 収入済額

Ａ Ｂ
款

差引翌年度繰越額

計 21,936,083

寄 附 金 - 2,769 - △ 2,769

-

305,343 227,955 34,000 43,388

7,152

3,744,595
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（４）基金特別会計

（５）雇用対策事業特別会計

※歳入における翌年度繰越額は，未収入特定財源である。

- 2

1,562

翌年度繰越額

蓄 積 指 定 基 金 3 1

基金名 予算現額 支出済額

-

2,736-

6,284

2,210

財 政 調 整 基 金 851,659

3,592,156

土 地 基 金

68,350,521 64,758,365

848,923

公 債 償 還 基 金

8,608 2,324 -

ふ る さ と 納 税 基 金 32,103 29,893 -

不用額

市 庁 舎 整 備 基 金 35,245 33,683 -

公共施設等整備管理基金 2,977,648 2,972,773 - 4,875

予算現額 決算額 翌年度繰越額 差引

歳　　入 69,000 44,656 - 24,344

歳　　出 69,000 44,708 - 24,292
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４　行財政局主要施策の概要

当初予算額(A)
不用額

(F=C-D-E)
(増減額(B)) (翌年度繰越額(E))

千円 千円 千円 千円

一般会計合計 208,765,071 211,591,663 204,049,224 7,440,139

(2,826,592) (102,300)

特別会計合計 407,962,787 406,950,071 385,125,399 21,811,824

(△ 1,012,716) (12,848)

（1 行財政管理運営） 1,233,047 1,235,514 1,110,569 115,345

(2,467) (9,600)

行 財 政 改 革 ・ 行財政改革の推進 333,339 319,806 297,426 22,380

事 務 管 理 総務事務効率化の推進 (△ 13,533)

事務事業評価の実施

外郭団体の指導調整

市政改革推進事務，予算編成事務

　　　　　　　　　　　　　　など

外部監査 17,987 17,987 17,961 26

法規事務，訴訟経費など 26,212 26,212 17,566 8,646

庁 舎 管 理 等 庁舎管理費 592,351 592,351 546,554 45,797

市庁舎整備基本計画の策定 <政策枠> 50,800 57,600 52,507 5,093

(6,800)

公用車管理 20,989 20,989 18,075 2,914

財 産 管 理 財産管理事務 69,985 79,185 45,261 24,324

国土法・公拡法関係事務 (9,200) (9,600)

公有財産管理システム運営

債権回収，資産有効活用の推進

市有建築物の最適な維持管理計画策定のための調査 <政策枠>

地籍調査事業

　　　　　など

土地建物管理事務 31,898 31,898 28,108 3,790

普通財産の管理事務

　　　　　　　　など

調 達 契 約 契約事務 89,486 89,486 87,111 2,375

電子入札システム運営

公契約基本条例に関する調査 <新　規>

　　　　　　　　　　　　など

（2 人事管理） 74,947,329 74,987,060 73,624,563 1,362,497

(39,731)

職 員 給 与 報酬 3,186,998 3,023,725 2,792,975 230,750

(△ 163,273)

給料 30,253,431 29,147,733 29,113,664 34,069

(△ 1,105,698)

職員手当（退職手当を除く） 21,166,307 21,638,839 21,568,222 70,617

(472,532)

退職手当 6,247,443 7,727,358 7,287,857 439,501

(1,479,915)

職員共済組合費 11,775,388 11,099,639 10,770,103 329,536

(△ 675,749)

共済費等 1,904,133 1,929,406 1,718,857 210,549

(25,273)

人 事 給 与 管 理 人事・給与関係事務 170,047 176,757 170,387 6,370

(6,710)

項　　　目 主　　要　　施　　策　　の　　概　　要 決算額(D)
予算現額
(C=A+B)

当初予算額の下段の括弧書きは，補正予算額，前年度繰越額，流用・移用等の予算の
増減額，不用額の下段の括弧書きは，翌年度繰越額で，いずれも外数です。

　　（行財政局－1）
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当初予算額(A)
不用額

(F=C-D-E)
(増減額(B)) (翌年度繰越額(E))

千円 千円 千円 千円

人 材 活 性 化 庁内活性化，職員研修，コンプライアンス推進 48,149 48,170 38,516 9,654

全庁“きょうかん”実践運動 (21)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　京都市職員コンプライアンス推進指針の徹底

　　　　　　　　　　　　　　　　 　　   など

安 全 衛 生 管 理 職員衛生管理，事業場安全管理 195,433 195,433 163,981 31,452

(3 芸術大学運営) 1,601,201 1,601,201 1,601,201 -

芸 術 大 学 運 営 芸術大学運営費交付金 1,601,201 1,601,201 1,601,201 -

(4 歴史資料館運営) 28,602 28,602 26,359 2,243

歴 史 資 料 館 運 営 管理運営 17,294 17,314 15,817 1,497

岩倉具視特別展の開催 <新　規> (20)

市政史編さん事業 11,308 11,288 10,542 746

(△ 20)

(5 公共サービス事業 30,474 30,476 23,639 6,837

 支援) (2)

公共サービス事業 華やぎ支援事業 28,224 28,226 22,217 6,009

支援 (2)

違法駐車等防止対策事業 2,250 2,250 1,422 828

(6 防災危機管理体 238,343 305,343 227,955 43,388

 制) (67,000) (34,000)

防災危機管理対策 地域防災計画の推進 138,068 205,164 140,403 30,761

原子力防災体制の充実 <政策枠> (67,096) (34,000)

観光客等帰宅困難者対策 <政策枠>

避難所運営マニュアル作成 <政策枠>

災害対策本部機能の充実 <新　規>

防災情報発信機能の強化

　　　　　　　　　　など

大規模災害用備蓄器材等整備 100,275 100,179 87,552 12,627

災害用備蓄物資等の充実 <政策枠> (△ 96)

(7 税務事務) 3,234,826 3,234,826 2,674,314 560,512

賦 課 徴 収 税務企画調査関連事務など 177,329 177,329 145,360 31,969

税務電算ネットワーク事務 356,028 356,028 318,601 37,427

地方税電子申告システム運営など

賦課事務 809,617 809,617 642,076 167,541

個人市・府民税課税支援システム運営

固定資産税課税支援システム運営

　　　　　　　　　　　　　　など

徴収収納事務 253,852 253,852 222,708 31,144

滞納整理支援システム運営など

市税還付金等の還付払戻金 1,638,000 1,638,000 1,345,569 292,431

(8 公債費) 86,054,368 86,052,368 85,236,584 815,784

(△ 2,000)

公 債 費 市債償還のための元金，利子，事務費 86,054,368 86,052,368 85,236,584 815,784

(△ 2,000)

項　　　目 主　　要　　施　　策　　の　　概　　要
予算現額
(C=A+B)

決算額(D)

　　（行財政局－2）
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当初予算額(A)
不用額

(F=C-D-E)
(増減額(B)) (翌年度繰越額(E))

千円 千円 千円 千円

(9 繰出金その他) 41,396,881 44,116,273 39,524,040 4,533,533

(2,719,392) (58,700)

公営企業会計繰出金 水道事業特別会計繰出金 96,000 105,000 103,325 1,675

(9,000)

公共下水道事業特別会計繰出金 22,973,000 22,963,000 22,368,146 594,854

(△ 10,000)

自動車運送事業特別会計繰出金 778,000 778,000 689,596 88,404

高速鉄道事業特別会計繰出金 15,373,000 15,414,000 11,873,225 3,482,075

地下鉄烏丸線可動式ホーム柵整備事業 <政策枠> (41,000) (58,700)

地下鉄駅賑わい創出事業（三条京阪駅・丸太町駅） <政策枠>

土地取得特別会計繰 土地取得特別会計繰出金 1,652,000 1,652,000 1,606,746 45,254

出金

基金特別会計繰出金 基金特別会計繰出金 124,881 2,887,881 2,883,004 4,877

(2,763,000)

予 備 費 予備費 400,000 316,392 - 316,392

(△ 83,608)

ふるさと納税寄付金を財源に活用する事業（他局事業再掲） 10,000 10,000 10,000

（文化市民局）

市指定文化財等保存修理等 4,000 4,000 4,000

（建設局）

無電柱化事業 1,500 1,500 1,500

京都御苑周辺道路の歩行空間改善事業 1,500 1,500 1,500

（教育委員会）

「古典の日」法制化を契機とした伝統文化教育の充実 3,000 3,000 3,000

＜参考＞

24年度活用額　9,000

土地開発公社保有地の買戻しに係る決算（他局事業再掲）

（建設局）

改進城南宮道用地 72,000 72,000 70,118 1,882

西野山大宅線用地 259,806 259,806 259,806 0

項　　　目 主　　要　　施　　策　　の　　概　　要
予算現額
(C=A+B)

決算額(D)
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